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関を説明するためには，偏差応力が約 20 MPa程度以下であることが必要である． 




のうちすべり量の大きかった領域の直上の領域では，Hasegawa et al. (2012)と同様








いては，(1) この地域では，地震前に差応力の大きさが 1 MPa以下と局所的に極め



























































































































図の作成には，GMT (Wessel & Smith, 1995)を使用しました．震源再決定に
は hypoDD (Waldhouser & Ellsworth, 2000)を使用しました．メカニズム解の
推定には HASH (Hardebeck & Shearer, 2002)を使用しました．応力場の推定に
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τ = 0.85 (50	 < 	  	< 	200	MPa)	   (1-2) 
τ = 50 + 0.6 (200	 < 	  	< 	2000	MPa)	   (1-3) 
間隙水圧 の存在下においても， 
τ = 10 + 0.6 −      (1-4) 
とする有効法線応力の法則がよく成り立つとされている (Byerlee, 1967)．このよう
に，摩擦係数  μの値は，岩石の種類や，すべり面の粗さや温度にもよらずに










P =     (1-6) 
が成り立つと考えられる．間隙水圧が静水圧の状態にあることを仮定し，地殻の密
度を  = 2600	/，重力加速度を  = 9.8	m/	 として，(1-4)式により，地殻
内部の摩擦強度を概算すると，その大きさは，深さ 10 kmで 100 MPa，深さ 30 km








値は，一般的に一桁程度の誤差を持つものの，0.1 – 10 MPa程度の値を取ることが
多い (e.g. Kanamori & Anderson, 1975; Ide et al., 2003; 山下・他，2004; 小菅・














の水を含む鉱物により満たされていること (Secor, 1965; Etheridge, 1983) 
(2) 極めて小さなせん断応力しか働かないはずの浅角の押しかぶせ断層 
(overthrust)において，現実にすべりが生じていること  (Hubbert & Rubey, 
1959; Price, 1975) 
3 
 
(3) 地域の応力場から見て破壊条件が満たされやすい断層  (favorably oriented 
fault)のみでなく，比較的小さなせん断応力しか働かないはずの既存断層 
(unfavorably oriented fault)が，繰り返し再活動していること (Sibson, 1990) 
(4) 地震発生域・変形集中域に局所的な低速度域が存在すること (Eberhart-Phillips, 
1990) 
(5) ボアホールでの流体圧の観測結果 (Hubbert & Rubey, 1959; Fertl et al.,1976; 
Davis et al., 1983; Berry, 1973; Yerkes et al.,1990 ) 
を根拠に，overpressureな流体が地震発生に密接に関わるとする fault valveモデル
を提唱した． 







っているらしいことは，例えば 1995年兵庫県南部地震 (Zhao et al., 1996; Zhao & 
Negishi, 1998; Okada et al., 2007a)や 2003年宮城県北部地震 (岡田, 2003; Okada 

















タとして，最大 (),中間 (), 最小 ()主応力軸の方向と，応力の差の比で定義さ
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とを利用する．ある大地震発生前後の震源域の応力テンソルをそれぞれ   , 
	
と書くことにする．大地震前の応力テンソル  は，広域的な応力場 



























力の大きさの推定結果について概説する．Hardebeck & Hauksson (2001)は，1992











られた本震前の震源域におけるせん断応力は 1 - 4 MPaと，この場合も極めて小さ
な値が推定された． 
これら 1992年M 7.3 Landers 地震，2002年M7.9 Denali地震の震源域で推定さ
れた地震前の偏差応力の大きさは，静水圧状態の間隙水圧を仮定して求めた摩擦強
度に比べて遥かに小さい値であり，ともに地震時応力降下量 (それぞれ，5 - 10 MPa，




Hasegawa et al. (2011; 2012)は，2011年 M9.0東北地方太平洋沖地震（以降，東
北沖地震）に伴う主応力軸の回転を検出し，それに基づいて，この地震の震源域お
よびその周辺における偏差応力の大きさを推定した． 
Hasegawa et al. (2011)は，震源断層近傍の地震の近地広帯域地震波形のモーメン
トテンソル・インバージョン解（NIED，F-net Project）をデータとして用いた応力
テンソル・インバージョンにより，東北沖地震に伴って，プレート境界近傍におけ
る 軸の傾斜角が変化したことを見出した．軸は約 30 ﾟ 回転し，本震後にはプ
















域は，静的応力変化の大きさが差応力で 15 MP 以上である範囲とおよそ一致する．
このことから，この上盤側の領域においても，東北沖地震前には偏差応力の大きさ
が，差応力で 15 – 25 MPa以下であったことが推定された．これらの結果は，東北
日本太平洋下の東北沖地震震源域およびその近傍では，偏差応力の大きさが地震前
から非常に小さかったことを意味する． 






のの，Hasegawa et al. (2011)と同様に，本震に伴う応力場の変化を見出した．すな
わち，東北沖地震に伴う 軸の回転を見出し，その回転角から ∆τ/τ > 0.9と推定し
た．ここで，∆τは応力降下量，τは本震前の震源域のせん断応力である．Hasegawa 
et al. (2011)と同様に，∆τを 8 MPa程度とすると，本震前のせん断応力 τ < ~9 MPa
となる．ここでも非常に小さいせん断応力が推定された． 
なお，Hardebeck (2012)は，GCMT のメカニズム解を使って，2004 年スマトラ
沖地震および 2010年チリ Maule地震前後の応力場も調べている．その結果，どち
らの地震でも，本震に伴う 軸の回転が見出され，2010年チリ Maule地震の場合
では，東北沖地震と同じく ∆τ/τ > 0.9，2004年スマトラ沖地震の場合では，震源域






















第 3 章では，東北日本内陸部の S 波偏向異方性構造を推定することにより，軸
方向の空間分布，東北沖地震前後での変化について，更なる情報を抽出することを
目指す． 
第 4 章，第 5 章では，東北日本内陸部で近年発生した 2008 年 M7.2 岩手・宮城



















応力軸，最小 ()主応力軸である場合を，それぞれ，正断層発生応力場 (normal fault 
regime of stress)，横ずれ断層発生応力場 (strike fault regime of stress)，逆断層発
生応力場(reverse fault regime of stress)と呼んで分類する． 
一般に，偏差応力テンソル (deviatoric stress tensor) は，応力テンソル の平
均応力 	からのずれを表し，を単位テンソルとした場合，次のように記述できる． 
	 = 	− 
    (1-8) 
 
 = 
     (1-9) 
本稿では，偏差応力の大きさを，主として次のように定義される差応力 (differential 
stress)により表す． 
S =  −     (1-10) 
 





( − ) + 

( − ) + 















2-1-1. 東北日本の応力場と 2011年東北地方太平洋沖地震 
 東北日本は，典型的な沈み込み帯の 1 つとして知られており，東北日本弧を乗せ
た北米プレートに対して，太平洋プレートが日本海溝から西北西方向に速度 7.0 ~ 
8.5 mm/yr (Altamimi et al., 2007)で沈み込んでいる．東北日本の内陸部から海域部
にかけての上盤側プレート内の応力場に関しては，地殻内の最大主応力軸がプレー
ト収束方向と平行な西北西 -東南東方向を向いていることが，先行研究  (e.g., 
Hasegawa et al., 1994 & 2012; Townend & Zoback, 2006; Terakawa & Matsu’ura, 
2010; Yoshida et al., 2012)により知られており，この応力状態は太平洋プレートと
北米プレート間の収束およびプレート境界での固着により形成されていると考えら







しかしながら，2011 年 3 月 11 日に，予測された規模をはるかに上回る日本の観
測史上最大のMw 9.0の超巨大地震が，東北日本の太平洋沖のプレート境界で発生し
た．この 2011年東北地方太平洋沖地震 (以下，東北沖地震)は，日本海溝の近傍にお
いて数十～50 mを超えるすべりを生じ (Ito et al., 2011; Lay et al., 2011; Yagi et al., 






(Asano et al., 2011)． 
Hasegawa et al. (2011)は，近地の広帯域地震波形のモーメントテンソル・インバ
ージョンにより F-netで推定されたメカニズム解（NIED，F-net Project）を用いて
応力場の時間変化を調べ，主応力軸方向が東北沖地震に伴って大きく変化したこと







さらに，Hasegawa et al. (2012)は，近地広帯域地震波形のモーメントテンソル・







さが差応力で約 15 MPa 以上の範囲内であったことから，東北沖地震前の偏差応力
の大きさが ~ 15 MPaよりも小さかったと推定した．ここで推定された差応力の大
きさも，上記のプレート境界近傍の場合と同様，極めて小さい値である． 
東北沖地震後に，地震活動が活発化したのは，東北日本の太平洋沖合のみならず，
内陸部でも同様であった (Hirose et al., 2011; Toda et al., 2011; Okada et al., 2011)．









されている地震の応力降下量 0.1 – 10.0 MPaの下限に近い小さな値である． 



























東北日本に発生した地震のうち，規模の大きな地震に関しては，F-net (M ≧ 3.5), 
気象庁 (M ≧ ~2.5)，Asano et al.(2011)などによりメカニズム解の推定がなされて
いる． 本章では，可能な限り詳細な空間解像度で応力場を調べるため，原記録から






P 波放射特性を用いたメカニズム解の推定のために，Hardebeck & Shearer 
(2002) による手法を用いる．内陸部で 2003 – 2012/9/30 の期間に発生した深さ 
40km以浅の地震に対してメカニズム解の推定を行った．震源位置は気象庁一元化震
源を用い，射出角の推定には気象庁による速度構造モデル (JMA2001, 上野・他. 
2002)を使用した．本章では，Hardebeck & Shearer (2002)の手法により，推定され
た 2枚の節面の拘束状況に基づいて分類された rank A ~ Fのメカニズム解のうち，
rank A, Bのメカニズム解のみを使用する． 
本研究で得られたメカニズム解を，先行研究により推定されたメカニズム解とコ
ンパイルしてデータセットに加える．使用するメカニズム解は， (1) Asano et al. 
(2011)が，防災科学研究所の Hi-net および F-net 観測点で得られた広帯域地震波
形を用いてモーメントテンソル・インバージョン法 (Ito et al. 2006)により推定した
メカニズム解 (Variance Reduction ≧ 80 %, 期間 2003 – 2012/9)，(2) 防災科学技
12 
 
術研究所 F-net Project により広帯域地震波形を用いてモーメントテンソル・インバ
ージョン法により自動推定されたメカニズム解 (Variance Reduction ≧ 80 %，期
間 1997 – 2012/9)，(3) 気象庁により，P波初動極性を用いて推定されたメカニズム
解 (期間 1997 – 2012/9)，(4) 本章において，定常・臨時地震観測網データから得ら
れた P波初動極性を用いて推定されたメカニズム解 (期間 2006– 2012/9)，(5) 本章
において，定常地震観測網データから得られた P 波初動極性を用いて，推定された
メカニズム解  (2003 – 2012/9)の 5種類である．同一の地震に対して複数のメカニ
ズム解が得られている場合は，この順序で優先順位を与える．それぞれのメカニズ
ム解のマグニチュード範囲は概ね，(1) ≧ 3.5, (2) ≧ 3.5, (3) ≧ 2.5, (4) 0.5 – 3.0, 
(5) 1.0 – 3.0である． 
内陸部で発生した地震のメカニズム解に加えて，海域下の上盤プレート内で発生
したと考えられる地震のメカニズム解も使用する．海域下の上盤プレート内の地震











個 (東北沖地震前：380 個，東北沖地震後：294 個) の計 3204 個 (東北沖地震前：
1448個，東北沖地震後：1756個) である．新たにメカニズム解を推定したことによ
り，解析に用いるメカニズム解の総数を約 2倍弱とすることができた． 
得られた P 波初動極性を用いて推定したメカニズム解の空間分布を，図 2-2 に示
す．メカニズム解のタイプの分類には，P, T, B軸の傾斜角に基づく Frohlich (1992)
による分類法を参考にして，水平から計測した P, T, B軸の傾斜角が 45 ﾟ以上のメカ
ニズム解をそれぞれ正断層型，逆断層型，横ずれ断層型とした．東北沖地震前では，









P 軸 (図 2-S1)の方向については，東北沖地震前には西北西-東南東方向を向くメ
カニズム解が卓越していたのに対し，東北沖地震後には海域では鉛直ないしは南北
方向，陸域でも東北日本北部を中心に，北北東-南南西を向くメカニズム解が卓越し










ん断応力の最大方向と平行であることを仮定している (e.g. Gephart & Forsyth, 











 図 2-3に，応力テンソル・インバージョンの手法を適用して得られた 軸，軸
の方向の分布を示す．推定された東北沖地震発生前の 軸の方向をみると，島弧・
背弧域においては，一様に西北西-東南東方向を向く．この方向は，先行研究により
従来から知られていた結果と一致し (e.g., Hasegawa et al., 1994 & 2012; Townend 
















いることとしたが，図 2-S4に示すように，殆どの場合 10 km程度の範囲内に入る．
図 2-4 に，推定した最大水平圧縮応力 ()方向と，拡張応力比  (Simpson, 
1997)の空間分布を示す．の定義は以下のとおりで，鉛直方向の偏差圧縮応力 σv
に逆相関する量である． 
	 =  + 0.5 + −1(0.5 − R) 
(n: よりも偏差応力の絶対値が大きい主軸の個数，	R = 
 − /
 − ) 









図 2-S5に示す．高度 0m から~ 1000mまで応力比 Rは増加し，~1000mを境に応

















場は 軸方向が北東-南西 (図 2-3 E2, E3, F2)，東北日本前弧域中部で得られた応力
場は 軸方向が南北 (図 2-3 G4, G5)，東北日本前弧域南部で得られた応力場は 
軸方向が鉛直 (図 2-3 F9, G8, G10)であり，東北沖地震前とは 95 %信頼範囲で比較
しても有意に異なる (図 2-S3)． 
 東北沖地震の地震すべりに伴う静的応力変化を，Okada (1992)による半無限均質
弾性体での理論式に基づいて，Iinuma et al. (2012)のすべりモデルを用いて推定し





一致する．その中でも，(1) 島弧・背弧域北部，(2) 前弧域南部の 2領域においては，
応力場を推定する際に使用したメカニズム解の個数が 東北沖地震前後ともに 10 個
以上で，かつ，東北沖地震前後の主応力軸の変化が 95 %信頼範囲でみて有意であっ
た．一方，東北沖地震の地震時すべりによってこれらの領域にもたらされた差応力
の大きさは，およそ 1 MPaである． 
これらの東北沖地震前後に推定された応力場の変化には以下の二通りの解釈が可
能である． 
























るために，近接する地震間の走時差の最適化を行う Double - difference 法 
(Waldhouser & Ellsworth, 2000)により，臨時観測点・定常観測点で得られた P波，
S波の走時データを用いた震源の再決定を行った．初期震源には気象庁一元化震源を，
速度構造には JMA2001 モデル (上野・他，2001)を用いた．8,782個の地震の震源
再決定のために，地震間距離 6 km 以内の地震ペアの走時差を用いた．震源再決定
に用いた到達時刻データは，P波が 166,446個，S波が 99,224個であり，走時差デ
ータは，P波が 365,953個，S波が 315, 690個である．再決定された震源位置に置
いたメカニズム解の空間分布を図 2-7 に示す．メカニズム解の個数は，東北沖地震






南北 15 km，東西 15 km間隔でグリッド網を配置し，各グリッドを中心とする 30 km 





を比較しても，解の変化は 95 %信頼範囲で有意であった (図 2-10)． 
 図 2-11に，1914年秋田県仙北地震余震域において推定した 軸，軸，軸の
方向を示す．1914 年秋田県仙北地震の余震分布に沿う狭い領域内（図で C の領域）
の応力場も，東北沖地震前後で有意に変化しており，この変化が応力場の空間不均









震源再決定に用いた到達時刻データは，P 波が 904,985 個，S 波が 798,022 個であ
り，走時差データは，P波が 2,572,394個，S波が 2,467,590個である．再決定され
た震源位置に置いたメカニズム解の空間分布を図 2-12 に示す．この地域では，
2011/4/11にMw 6.7 の正断層型地震 (2011年福島県浜通りの地震)が発生しており，
東北沖地震後のデータが豊富であるが，東北沖地震前には地震活動は低調であり，
使用可能なメカニズム解が少ない．南北 15 km，東西 15 km間隔でグリッド網を配
置し，各グリッドを中心とする 30 km × 30 kmの空間窓に含まれるメカニズム解
を用いて応力場を推定した．図 2-13に，得られた軸，軸の方向の分布を示す．
得られた応力場は，東北沖地震前後ともに，浅部 ( < 14.0 km)で正断層型，深部 (> 
14.0 km)で横ずれ断層型の応力場が卓越する傾向がある．この地域の場合，東北沖






間隔で置いた 2  kmの幅を持つ各層に対して，応力インバージョンの手法を適用し
た．推定した各深さでの Aϕの値を図2−15に示す．得られた応力場は，深さ 14 − 15 km
を境にして，浅部の正断層型から深部の逆断層型へと変化する．このような応力場
の深さ変化の原因としては，例えば，大陸プレートの曲げ変形が考えられるだろう 






















ことにより推定した．図 2-16に Luttrell et al. (2011)の方法を用いて推定した地形
起因の応力場の と の空間分布を示す．仮定したパラメータは，地殻の厚さ 
40 km，地殻の密度 2600 kg /m3, マントルの密度 3300 kg /m3，有効弾性厚 8.0 km














いを無視するような仮定は適切ではない．例えば，プレートの 剛性率を 10 11 Pa, 粘
性率を 10 23-25 Pa・s としてマックスウェルモデルを考えた場合，応力は緩和時間 



















圧縮応力 , プレート収束と直交する圧縮応力 )を加えて，東北日本地殻内のモ
デル応力場を推定した．ここで，プレート収束起因の応力としては，以下の 3 通り
の大きさを仮定する． (表記の簡略のため，，で = 0 を基準とした偏差応
力を表すとする)． 
a)  = 50.0 MPa,  = 20.0 MPa  (図 2-18) 
b)  = 50.0 MPa,  = 5.0 MPa  (図 2-19) 
c)  = 20.0 MPa,  = 5.0 MPa  (図 2-20) 



















収束起因の水平主応力が，それぞれおよそ  <  5 MPa，15 MPa <  < 25 MPa









得られた P波初動極性を用いて，地殻内で発生した地震 (深さ 40 km以浅)のメ








一方，阿武隈山地周辺の最大圧縮応力軸の方向は深さにより異なり，浅部 (< ~ 







擾乱を受ける程度に小さいことを示唆している．Luttrell et al. (2011)の手法を
用いて推定した地殻内のモデル応力場に基づくと，観測から得られた応力レジー
ムの地形との相関を説明するためには，プレート収束方向の最大主応力が 約 20 






この地域では，既に Hasegawa et al. (2012)が指摘しているように，東北沖地震
前の差応力の大きさが 15~25 MPa より小さかったと推定される．もう一つは，
島弧・背弧域北部であり，そこでは東北沖地震に伴って最大主応力軸方向の回転





応力の大きさが 1 MPa 以下と局所的に極めて小さかった可能性と，（２）応力






図 2-1. 観測点分布．十字で観測点の位置を示す．灰色：定常観測点，赤色：東北沖地震発生以前に東北大学により展開された臨時観測点 (2006/6 - )，青色： 東北
沖地震発生後に，2011年東北地方太平洋沖地震合同余震観測グループにより展開された臨時観測点．黒のコンターで，Iinuma et al. (2012)により推定された東北沖









時観測点データを加えて得られた P波初動極性を用いて新しく得られたメカニズム解 (M ≧~ 1.0)を示す．薄色は，(2) Asano et al. (2011)により推定された CMT
解 (M ≧ 3.5) ，(3) F-netにより指定された MT解 (M ≧ 3.5)，(4) 気象庁により P波初動極性を用いて推定された初動解 (M ≧ 2.5)，定常観測点から得ら




図 2-3. 推定した地殻内の主応力軸方向の分布．赤の矢印で最大主応力 ()軸方向，青の矢印で最小主応力 ()軸方向を示す．矢印の長さで傾斜角を表す．各 50 × 50 









図 2-4.  推定した東北沖地震発生前の地殻内の応力場の分布．5 km × 5 kmに置いたグリッド中心から，30 km以内の範囲に含まれるメカニズム解のうち，グリ







図 2-5.  東北日本島弧・背弧域に推定された応力比 R，	と地表の高度の比較．(a) 標高と Rの関係．横軸で標高 (m)，縦軸で応力比 Rを示す．(b) 標高と 	の






図 2-6. (a) 東北沖地震の地震時すべり (Iinuma et al. 2012)に伴う静的応力変化と，(b) 応力インバージョンにより推定した東北沖地震後の地殻内の応力場の比較．
赤の矢印：最大主応力 ()軸方向，青の矢印：最小主応力 ()軸方向．矢印の長さで傾斜角を表す．(a) 東北沖地震の地震時すべりに伴う静的応力変化によって求
められた最大主圧縮 ()軸方向，青の矢印：最小主圧縮 ()方向．濃い色で，応力インバージョンにより東北沖地震前後の応力場が推定されている領域を示す．緑
のコンターは静的応力変化の差応力（MPa）を示す． (b) 応力インバージョンにより推定した東北沖地震後の地殻内の応力場．濃い色で，東北沖地震前後の応力場



















図 2-9.  推定した東北沖地震前後の東北日本島弧・背弧域北部の主応力軸方向の分布．赤の矢印で最大主応力 ()軸方向，青の矢印で最小主応力 ()軸方向を示す．
矢印の長さで，傾斜角を表す．深さ 8 km以浅と以深に分けて，各 15 × 15 km間隔に中心を置いた 30 km × 30 kmの空間窓で主応力軸を推定した．メカニズム解







図 2-10.  推定した東北日本北部地殻内の主応力軸の 95 %信頼範囲．主応力軸は，深さ 8 km以浅と以深でそれぞれ推定した．赤と青のコンターで東北沖地震前に






図 2-11. 東北日本北部における，メカニズム解の P, T, B軸の分布と，応力インバージョンにより推定した 軸, 
軸, 	軸の 95 % 信頼範囲．(a) 東北沖地震前，
(b) 東北沖地震後に発生した地震のメカニズム解の P, T, B軸．赤，緑，青の点で下半球投影により，ぞれぞれ P 軸, B軸, T軸方向を示す． (c) 東北沖地震前，(d) 東
北沖地震後に推定された 軸, 
軸, 	軸の 95% 信頼範囲．赤，緑，青の点で下半球投影により，それぞれ σ 1軸, σ 2軸，σ 3軸の信頼範囲を示す．黒と白で縁取っ
た丸はそれぞれ，軸, 	軸の最適方向を示す．(e) 東北沖地震前後での 95 %信頼範囲の比較．赤と青のコンターで東北沖地震前に推定された 軸と 軸の 95 %













図 2-13.  メカニズム解によって推定した東北日本前弧域南部地殻内の応力場の分布．赤の矢印：最大主圧縮 (σ 1)軸方向，青の矢印：最小主圧縮 (σ 3)方向．各 15 × 




図 2-14.  推定した東北日本前弧域南部地殻内の主応力軸方向の 95 %信頼範囲．主応力軸は，深さ 14 km以浅と以深でそれぞれ推定した．赤と青のコンターで東北








図 2-15. 東北日本前弧域南部の応力場と深さの比較．図 9 枠線内で発生した地震のうち，基準深さ± 2 kmの範囲に含まれるメカニズム解を用いて推定した．横軸：






図 2-16.  推定した地形が地殻内に造る応力場の分布．Luttrell et al. (2011)の方法に基づいて，標高データを用いて推定した．深さには，応力インバージョンの際




図 2-17.  推定したプレート変形が地殻内に造る応力場の分布．(a) プレート曲げにより造られるプレート収束方向の応力 σ xxを色で表す．(b) 応力の計算に使用し







さは， = 50.0 MPa,  = 20.0 MPaと仮定した. (a) 	方向(ﾟ)，(b) 	の分布．(c) 標高と Rの関係．横軸で標高 (m)，縦軸で応力比 Rを示す．(d) 標高と 





きさは， = 50.0 MPa,  = 5.0 MPaと仮定した. (a) 	方向(ﾟ)，(b) 	の分布．(c) 標高と Rの関係．横軸で標高 (m)，縦軸で応力比 Rを示す．(d) 標高





きさは， = 20.0 MPa,  = 5.0 MPaと仮定した. (a) 	方向(ﾟ)，(b) 	の分布．(c) 標高と Rの関係．横軸で標高 (m)，縦軸で応力比 Rを示す．(d) 標高



















図 2-S3.  推定した東北日本の応力場の東北沖地震前後の比較．赤と青のコンターで東北沖地震前に推定された 軸と 軸の 95 %信頼範囲を，オレンジと水色の




















図 2-S5.  東北日本島弧・背弧域を地表の高度により分割して推定した応力比 R，	と地表の高度の比較．(a) 標高と Rの関係．横軸で標高 (m)，縦軸で応力比 R



























た (e.g. Crampin & Chastin, 2003)．S波のスプリッティング現象を説明するために，
Crampin et al. (1984)が導入した extensive dilatancy anisotropyモデルによると，
地殻内の地震波偏向異方性は，主として，地域の応力場に支配された方向に配列し
た流体を含むクラックに起因する．特に，S波が鉛直に近い状態で観測点に入射して
きた場合には，S 波の速い振動方向  (以下，Leading Shear-wave Polarization 
Direction を省略して LSPD と呼ぶ)が地殻内部の最大圧縮応力軸方向とおよそ平行
になると考えられる．実際，これまでに S 波のスプリッティングを用いた観測点付
近の応力場を推定する研究が行われており (e.g. Crampin, 1987; Kaneshima, 1990; 
Okada et al. 1994)，得られた LSPDは，多くの場合，確かに地震のメカニズム解を
用いて推定された最大水平圧縮応力軸の方向と調和的であった．Kaneshima (1990)
は，地殻内で発生した地震のスプリッティング現象の解析により，地殻の S 波偏向










顕著に異なる 2方向に卓越すると言う結果が得られている (Zinke & Zoback, 2000 ; 















推定を行い，得られた LSPD が，2004 年の噴火後に回転したと主張した．そして，
この LSPD の変化は，最大水平圧縮応力軸方向の変化を反映すると解釈している．















S 波偏向異方性構造を推定するための S 波の波形データとしては，定常地震観測
網に加えて，東北大学により 2011年東北沖地震発生以前から東北日本を中心として
展開されていた臨時地震観点，および 2011 年東北沖地震後に 2011 年東北地方太平
洋沖地震合同余震観測グループにより展開された臨時観測点において得られたデジ
タル波形記録を用いた．観測点数は計 252 点，地震数は計 1,360 個である．S 波異
方性構造の推定に使用した観測点と地震の分布を図 3-1 に示す．解析対象とした地
震は，2011年東北沖地震発生前後の 2003 – 2013/3/31の期間に発生した 気象庁一
元化カタログ記載の深さ 40 km以浅の地震である．マグニチュードの範囲は，比較
的 S波異方性の推定が容易であると考えられる低周波地震で M ≥ 	1.0とし，それ




(Shear wave window; Nuttli, 1961)． 
S 波の偏向異方性の推定を，cross-correlation 法 (e.g. Fukao 1984; Iidaka & 
Obara 1994)に基づいて行う．解析の際には，あらかじめ S波初動が明瞭な波形を目
視によって選択した．cross-correlation法の概要は以下の通りである． 
1) 観測された 2つの水平成分 (NS成分，EW成分)の座標系を水平動の直交性を保
ったまま水平面内で θﾟ回転させた波形を計算する．θは 5 ﾟ間隔で，0 - 175°の
範囲で変化させる．新たに得られた回転後の水平成分を X1, X2成分と呼ぶ． 
2) このうち，X2成分を時間 τ だけずらした場合の相互相関係数を計算する．時間
差 τの範囲は 0 – 2 sとして，0.01s間隔で変化させて，それぞれ相互相関係数を
求める．なお，ウィンドウは各波形において S 波初動が 1 サイクル分入るよう
に個々に設定する． 





ータも示してある．誤差の推定方法は，Tadokoro et al. (1999)や Nakajima & 







 前節に述べた方法により推定された LSPDの数は，合計 1,360個である．各地震-
観測点ペアに対して推定された東北沖地震前後の LSPDを，各観測点-地震ペアの中
点の位置に線分をプロットして図 3-3 に示す．図から，推定された LSPD は，各観
測点-地震ペア間で大きく異なる方向を向いていることがわかる．図 3-4 には，同一
の観測点で推定された LSPDを頻度分布して扇型の線分で表示した．同一の観測点
で得られた LSPD は，図 3-3 にみられたようにバラツキがあるものの，図 3-4 の頻
度分布でみると，その殆どがある一つの方向に卓越するようである．各観測点にお




また，本章の目的である 2011 年東北沖地震前後の期間の比較であるが，2011 年
東北沖地震前と後の両方の期間で，S波偏向異方性を推定することができた観測点は






背弧域と前弧域で顕著に異なる (第 2 章)．メカニズム解から推定されている地殻内
の最大水平圧縮応力軸方向の分布を図 3-6 に示した．以降，LSPD と地殻内の最大
水平圧縮応力軸方向を比較するために，東北日本内陸全域を，応力場がおよそ均質
な領域として，(a) 島弧・背弧域北部，(b) 島弧・背弧域南部，(c) 前弧域北部，(d) 前
弧域中部，(e) 前弧域南部の 5領域に分割する． 
 東北日本島弧・背弧域の (a) 北部と (b) 南部に分布する観測点において推定され
た LSPDの頻度分布を図 3- 7に示す．LSPDが多数推定されている 2011年東北沖
地震前では，北部・南部とも共通して，LSPD が明瞭にそれぞれ 2 つの方向に卓越
している．島弧・背弧域北部で得られた LSPD の２つのピークは，南北方向 (方位  






震発生後の野島断層 (Tadokoro et al., 1999)やサンアンドレアス断層 (Zinke & 










島弧・背弧域南部に分布する観測点で推定された LSPD (図 3-7b)も，島弧・背弧
域北部（図 3-7a）と同様の特徴を持つ．すなわち，得られた LSPDは，互いにほぼ
直交する 2つの方向に卓越する．一方は 北東-南西 (方位 20 – 60)方向，もう一方は
北西-南東 (方位 90 – 140) である．これら二つの方向は，それぞれ東北日本の島弧・
背弧域南部の活断層の走向（図で橙逆三角）および地殻応力の最大水平圧縮応力軸
方向（図で赤逆三角）とはおおよそ一致する． 
 東北日本の前弧域 (c) 北部，(d) 中部，(e) 南部に分布する観測点において推定さ
れた LSPD の頻度分布を，図 3-8 に示す．前弧域北部 (c)では，推定された LSPD











深さがおよそ 0 - 10kmにおいて，遅れ時間 τが深さと共に増加する傾向がある．こ
のことは，東北日本内陸地殻内で観測された S波偏向異方性源が，主に 0 - 10km程
度の深さに分布していることを示唆している． 
 
3– 5. まとめ 
 
(1) 東北日本に稠密に展開された定常地震観測網，臨時地震観測網で観測された，深
さ 40 km以浅，M ≥ 	1.0の深部低周波微小地震と，M ≥ 	2.0の通常の地震の波












(3) 推定された速い振動方向の S 波に対する遅い振動方向の S 波の到達時刻の遅れ
時間は， 0 – 10 kmの深さ範囲において，深くなるにつれて大きくなる傾向がある．
10 km より深部では，深さと到達時刻の遅れ時間の間に相関はみられない．このこ











図 3-1. 解析に使用した観測点・震源の分布．逆三角で観測点分布を示す．黒：定常観測点，赤：東北沖地震発生前に展開された臨時観測点 (2006 年以降，東北大
学)，青：東北沖地震発生後に展開された臨時観測点 (東北地方太平洋沖地震合同観測グループ)．丸で使用した地震 (M ≧ 2.0)の震源の分布，十字で使用した深部






図 3-2. スプリッティングパラメータ決定方法の一例．東北日本前弧域の観測点 TU.KGLで得られた内陸浅発地震の波形．波形には 1-10 Hzのバンドパスフィルタ
ーをかけてある．波形 EW, NSは観測された水平動 2成分の波形であり，実線で示されたウィンドウ内における振動軌跡を上図に示す (Uncorrected)．波形 X1, X2(実
線)は観測された水平動 2成分の座標系を水平面内で 15度回転させた波形である．また，X2成分の点線で示された波形は，波形 X2をさらに 0.07秒ずらした波形で


















































2008年岩手・宮城内陸地震は，東北日本奥羽山地歪集中帯の中で 2008年 6月 14
日午前 8時 43分に発生した，M 7.2の内陸地震である．地震発生直後に，2008年
岩手・宮城内陸地震合同余震観測グループによる臨時観測が行われ，余震観測網デ
ータを用いた震源決定により，詳細な余震の震源分布が明らかになった (岡田・他，
2008，Okada et al. 2012)．また，合同 GPSグループにより，本震の地震断層モデ
ル (Ohta et al., 2008), 本震のすべり分布・余効すべり分布 (Iinuma et al., 2009)が
推定されている． 
 Okada et al. (2012)は，臨時余震観測データを用いて，Double-difference 
tomography (Zhang & Thurber, 2003)により，詳細な余震分布と震源域の 3次元地
震波速度構造の推定を行い，余震分布と震源域の構造について以下のような特徴を
明らかにした．余震の震源分布からは，震源域中央部に本震に対応するような傾斜
角約 40 度の西傾斜の並びが見られ，震源域北部と南部では，傾斜角約 30°の西傾
斜の並びが見られる．また，それと共役な東傾斜の余震の並びが，震源域中央部お
よび南部に見られることが明らかになった．本震のメカニズム解 (F – netにより推
定されたモーメントテンソル解)による断層面の傾斜角はおよそ 45°であり，最大圧






 また，本震震源の数 km南西で 1999年と 2000年に前駆的地震活動があったこと
が報告されている (Okada et al., 2012)．それらの地震は，本震と同様の逆断層型の
メカニズム解を持ち，震源断層の浅部延長上に位置することから本震断層面上の活
動であったことが推定されている． 
 Okada et al. (2012)は，2008年岩手・宮城内陸地震震源域およびひずみ集中帯直
下の下部地殻に顕著な地震波低速度域を見出した．これらの地震波低速度域は最上
部マントルから下部地殻にかけて連続し，上部地殻では火山に向けて地表まで伸び







されている（Ohta et al., 2008）．この断層モデルの南北の端は，前述の余震分布と
対応するように設定されており，本震震源は北側断層に含まれ，断層の拡がりは，
北側の断層が長さ 20.6 km×幅 12.1 km，南側の断層は長さ 12.6 km×幅 10.1 km
であり，北側の断層の方が大きい．一方，すべり量は北側の断層が 1.8 m，南側の断




Iinuma et al. (2009)は，Ohta et al. (2008)の 2枚断層モデルをもとにして，断層
面上での地震時すべり量分布を推定している．Ohta et al. (2008)と同様に，本震震
源よりも南南西側を中心にすべり量の大きな領域が広がり，すべり量の最大値は約
1.3 mと求められている．さらに Yagi & Kikuchi (2003)による時間依存インバージ






ョンを行った Hasegawa et al., (2012)による解析によると，東北沖地震前後で上盤
側プレート内における応力場が変化した．これは東北沖地震による地震すべりの静
的応力変化によると考えられ，同地震の規模故に広範囲で主応力軸の回転が認めら


























最初に，読み取られた P 波・S 波到達時刻データを用いて，本震・余震を含め，
この地震の震源域周辺で発生した地震の震源の再決定を行った．手法としては
Double-difference法 (Waldhouser & Ellsworth, 2000)を用い，震源ペアの各観測点
での走時差残差を最小化することにより，詳細な震源の相対位置を推定する．対象
とした地震は，本震発生前の 1996年から 2011年東北沖地震発生前の 2011年 3月
11日までの期間に，図 4-1に示す領域内に発生した 深さ 20 km以浅のM ≧ 1.0 の
地震である．地震の数は合計 21,885個となり，それらの地震の震源を同時に求めた．
震源再決定に用いた到達時刻データは，P波が 846,484個，S波が 4186,694個であ
り，走時差数は P 波が 1,422,947 個，S 波が 1,144,464 個である．理論走時および
射出角を計算するための地震波速度構造モデルとしては，東北大学のルーチン構造 


















的に精度良く決めることができた．図 4-S1, 図 4-S2に，再決定した震源を，余震期
間と余震期間外に分けてプロットした． 
また，震源の空間分布の特徴をみると，余震のほとんどが，概ね西傾斜と東傾斜
の共役な 2枚の面に沿うように分布する．この特徴も，Okada et al. (2012)が本震後
3ヶ月間に発生した地震を再決定して求めた余震分布のそれと良く一致する． 図 4-3
には，Iinuma et al. (2009)が測地データを用いて本震のすべり分布を推定した際の
西傾斜の断層面，および引間・纐纈 (2013)が近地の強震動波形データを用いて推定
した際の西傾斜と東傾斜の共役な 2 枚の断層面を示してある．本研究で再決定した






 次に，本研究で新たに読み取られた P 波初動極性を用いて，メカニズム解の推定
を行った．メカニズム解の推定には，Hardebeck & Shearer (2002)により開発され
た 節面のグリッド・サーチに基づく方法を用いた．Hardebeck & Shearer (2002)
の方法では，推定されたメカニズム解の精度を 2 枚の節面の拘束状況に基づいて，







は第 2章と同様に P, T, B軸の傾斜角に基づいて行った．本震前後を合わせて，逆断





































 推定された 軸の方向の空間分布を，図 4-6（本震前），図 4-7（本震後）にそれ
ぞれ深度別に示す．また，推定された応力場を深さごとに色を変えて表示した．図

















的応力変化による主応力軸の回転を計算する．最初に， Iinuma et al. (2009)の震源
断層モデルを採用し，半無限均質弾性媒質についての Okada (1992)の理論式に基き，
本震に伴う静的応力変化による応力分布の推定を行った．この際，弾性定数として，









断層モデルとして引間・纐纈（2013）についても検討した．Iinuma et al. (2009)で
は本震の断層面は西に傾斜した滑らかな 1枚の面を推定したが，引間・纐纈 (2013) 
は，Okada et al. (2012)の余震分布を考慮して西傾斜と東傾斜の共役な２枚の断層面
を仮定し，近地の強震動波形データによってすべり分布を推定している．引間・纐
纈（2013）による計算結果を，図４-８(b)の場合と同様に，軸方向の空間分布とし
て図 4-8 (b)に示す． Iinuma et al. (2009)の場合と同様に，地震時すべりの大きかっ
た領域に近い余震域の中央部において 軸の方向が同心円状の分布をしているこ
とが分かる． 




























107.5 ﾟを向くこと，応力比 R =  = 0.60を仮定する．本震前後の偏差応力テン
ソルの差  − 	が，本震に伴う静的応力変化 	
によるとする次式に基
づいて，本震後の偏差応力テンソルを計算する． 
 = 	 + 		












差応力の値として，(a) 100 MPa, (b) 50.0 MPa, (c) 30.0 MPa, (d) 20.0 MPa, (e) 
15.0 MPa, (f) 10.0 MPa, (g) 5.0 MPa, (h) 1.0 MPaの 8通りを仮定して，得られた本
震前の偏差応力テンソルに，静的応力変化分を足し合わせて本震後のモデル応力場




べりモデル，(3) Iinuma et al. (2009)のすべりモデルで，断層面の位置を，余震分布
と合うように平行移動したすべりモデル，(4) 引間・纐纈 (2013)のすべりモデルで，
断層面の位置を，余震分布と合うように平行移動したすべりモデルの 4 通りを採用







には，本震前の差応力の大きさが < 約 20 MPaであることが要請される． 
 























































図 4-1. 用いた観測点と震源の分布．挿入図の赤四角の範囲を示す．逆三角で観測点の位置を示す．水色：JNESによる臨時地震観測点 (2007 - )，緑色：2008年岩
手・宮城内陸地震合同余震観測グループによる臨時地震観測点 (本震発生直後 – 同年積雪前の期間)，黄色：新学術研究領域「地殻流体」プロジェクトによる臨時観
測点 (2009 -)．灰色の丸は震源 (1997 – 2011/3/11)を，青の星は 2008年岩手・宮城内陸地震の震源を表す． PA: 太平洋プレート，NA: 北米プレート，EU: ユー




図 4-2. Double-Difference法により再決定した震源の分布．左図は平面図で，右図は左図の A~Dの測線に沿う鉛直断面．青の丸で震源を表す．平面図には，茶色の
線で引間・纐纈 (2013)がすべり分布を求めた断層面の水平投影を，灰色のコンターで Iinuma et al. (2009)によるすべり分布を示す．鉛直断面図には，灰色の線で 
Iinuma et al. (2009)のによる断層面を震源分布と良く合うように平行移動した面を，茶色の線で引間・纐纈 (2013)による断層面を震源分布と良く合うように平行移





図 4-3. 余震の震源分布の比較．，図 4-2と同じ鉛直断面に青丸で震源を投影した．気象庁一元化震源，Okada et al. (2011)により再決定された本震後 3ヶ月間の余震，




図 4-4. 応力テンソルインバージョンに用いたメカニズム解の分布．(a) 本震前，(b) 本震後に発生した地震のメカニズム解をビーチボールで表し，赤色が逆断層型，

















図 4-6. 2008年岩手・宮城内陸地震発生前の期間における 軸の方向の分布．震源の深さで，0 – 3 km，3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの範囲に分けてプロットした． 
上段に，推定した 軸の方向を線分で表す．線分の色で，軸方向を推定した深さを示す．下段は，上段の図の四角の領域の拡大図である．赤の扇により，推定し




図 4-7. 2008年岩手・宮城内陸地震発生後の期間における 軸の方向の分布．応力場を求めた中心の深さで，0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの範囲に分けて
プロットした．上段に，推定した 軸の方向を線分で表す．線分の色で，軸方向を推定した深さを示す．下段は，上段の図の四角の領域の拡大図である．赤の扇




図 4-8 (a), (b). 2008年岩手・宮城内陸地震による静的応力変化から計算した 軸の方向の分布．応力場を計算した中心の深さで，0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 km
の範囲に分けてプロットした．深さをカラースケールで表す．(a) Iinuma et al. (2009)によるすべりモデル，(b) 引間・纐纈 (2013)によるすべりモデルを用いて計算




図 4-8 (c), (d). 2008年岩手・宮城内陸地震による静的応力変化の 軸の方向の分布．応力場を求めた中心の深さで，0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの範囲に分け
てプロットした．色は，深さをカラースケールで表す． (c) Iinuma et al. (2009)によるすべりモデルで断層面を震源分布に合うように平行移動したモデル，(d) 引間・




図 4-9 (a), (b). 本震前の推定された応力テンソルに本震による静的応力変化を加えて合成した本震後のモデル応力場．すべりモデルは Iinuma et al. (2009)による．
本震前の差応力を (a) 100.0 MPa, (b) 50.0 MPaに設定した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，R=0.60を仮定





図 4-9 (c), (d). 本震前の推定された応力テンソルに本震による静的応力変化を加えて合成した本震後のモデル応力場．すべりモデルは Iinuma et al. (2009)による．
差応力を (c) 30.0 MPa, (d) 20.0 MPaに設定した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，R=0.60を仮定した．本





図 4-9 (e), (f). 本震前の推定された応力テンソルに本震による静的応力変化を加えて合成した本震後のモデル応力場．すべりモデルは Iinuma et al. (2009)による．
差応力を (e) 15.0 MPa, (f) 10.0 MPaに設定した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，R=0.60を仮定した．本震





図 4-9 (g), (h). 本震前の推定された応力テンソルに本震による静的応力変化を加えて合成した本震後のモデル応力場．すべりモデルは Iinuma et al. (2009)による．
差応力を (g) 5.0 MPa, (h) 1.0 MPaに設定した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，R=0.60を仮定した．本震





図 4-10 (a), (b). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (a) 100.0 MPa, (b) 50.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値に
は，R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロ




図 4-10 (c), (d). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (c) 30.0 MPa, (d) 20.0 MPaとして計算した. 仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，
R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロット




図 4-10 (e), (f). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (e) 15.0 MPa, (f)10.0 MPaとして計算した. 仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，
R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロット




図 4-10 (g), (h). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (g) 5.0 MPa, (h)1.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，
R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロット




図 4-11 (a), (b). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (a) 100.0 MPa, (b) 50.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値に
は，R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロ





図 4-11 (c), (d). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (c) 30.0 MPa, (d) 20.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，
R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロット





図 4-11 (e), (f). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (e) 15.0 MPa, (f)10.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，
R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロット





図 4-11 (g), (h). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (g) 5.0 MPa, (h)1.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，
R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロット





図 4-12 (a), (b). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (a) 100.0 MPa, (b) 50.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値に
は，R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロ





図 4-12 (c), (d). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (c) 30.0 MPa, (d) 20.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，
R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロット





図 4-12 (e), (f). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (e) 15.0 MPa, (f)10.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，
R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロット





図 4-12 (g), (h). フォワード・モデリングにより求めた本震後の 軸の分布．深さを 0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmに分けてプロットした．色は，静的応力変化を
推定した深さを表す．差応力を (g) 5.0 MPa, (h)1.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 107.5 ﾟである．応力比の値には，
R=0.60を仮定した．本震後の 軸の方向をメカニズム解から応力場を推定した各位置に示す．0 – 3 km， 3 – 5 km，5 – 9 kmの三つの深さ範囲に分けてプロット





図 4-S1. 再決定した本震前 (1996 – 2008/6/14)の震源の分布．左図は平面図で，右図は左図の A~Dの測線に沿う鉛直断面．青の丸で震源を表す．鉛直断面図には，
灰色の線で Iinuma et al. (2009)のによる断層面を震源分布と良く合うように平行移動した面を，茶色の線で引間・纐纈 (2013)による断層面を震源分布と良く合う




図 4-S2. 再決定した余震の震源の分布．左図は平面図で，右図は左図の A~Dの測線に沿う鉛直断面．青の丸で震源を表す．鉛直断面図には，灰色の線で Iinuma et 
al. (2009)のによる断層面を震源分布と良く合うように平行移動した面を，茶色の線で引間・纐纈 (2013)による断層面を震源分布と良く合うように平行移動した面を




図 4-S3. 本震前に発生した地震 (1996 – 2008/6/14)のメカニズム解の分布．左図は平面図で，右図は左図の A~Dの測線に沿う鉛直断面．青の丸で震源を表す．鉛直
断面図には，灰色の線で Iinuma et al. (2009)のによる断層面を震源分布と良く合うように平行移動した面を，茶色の線で引間・纐纈 (2013)による断層面を震源分










図 4-S5. 推定したメカニズム解の P軸の分布．(a) 本震前，(b) 本震後に発生した地震のメカニズム解の P軸を線分で表す．色で P軸の方位角を示す．灰色のコン




図 4-S6. 推定したメカニズム解の T軸の分布．(a) 本震前，(b) 本震後に発生した地震のメカニズム解の P軸を線分で表す．色で T軸の方位角を示す．灰色のコン









の広い範囲において地震活動が誘発され (Toda et al., 2011; Okada et al., 2012)，東
北日本の太平洋沖合の領域では発生する地震のメカニズム解のタイプに顕著な変化
が生じた（Asano et al., 2011; Hasegawa et al., 2012）．2011年 4月 11日午後 5時











2012; Mizoguchi et al., 2012; Toda & Tsutsumi, 2013），InSARデータ (Fukushima 
et al., 2012)や近地強震動波形データ (引間，2012)を用いた地震時すべり分布の推定
がなされている． 






が変化したためであると考えられた (Kato et al., 2011; Yoshida et al., 2012)．しか
しながら，第 2章で述べたように，地震のメカニズム解の分布を詳細に調べた結果，
震源域周辺には東北沖地震以前から応力場の顕著な深さ方向の変化が存在しており，
震源域浅部 (< 約 12 km)では正断層型の地震に適した応力場であったことが判明し
た．その一方で，震源域深部 (> 約 12 km)では，東北沖地震以前から以後に至るま

























応力場を擾乱させ得る地震として，2011/4/11に発生した Mw 6.6の 2011年福島県
浜通りの地震に加えて，これら 3つの地震の静的応力変化も考慮した．  
















図 5-1 に示すように，震源域を北部・中部・南部の 3 領域に分割する．震源域北
部の領域には，2011/3/23 に発生した Mw5.7 の地震の震源が，震源域中部の領域に
は 2011/4/11 に発生した Mw6.6 の 2011 年福島県浜通りの地震と 2011/4/12 に発生






源域北部では 2011/3/11 - 2011/3/23の期間，2011/4/11にMw 6.6の地震が発生した
震源域中央部では 2011/3/11 - 2011/4/11の期間，そして 2011/3/19に Mw5.8の地震






最初に，読み取られた P 波・S 波到達時刻データを用いて，本震・余震を含め，
この地震の震源域周辺で発生した地震の震源の再決定を行った．第 4 章と同様に，
手法としては Double-difference法 (Waldhouser & Ellsworth, 2000)を用い，震源
ペアの各観測点での走時差残差を最小化することにより，詳細な震源の相対位置を
推定する．対象とした地震は，1997年〜2012年 9月 30日の期間に，図 5-1の領域
内に発生した 深さ 40 km以浅のM ≧ 1.0 の地震である．地震の数は合計 37,808
個となり，それらの地震の震源を同時に求めた．震源再決定に用いた到達時刻デー

























に顕著に変化することを指摘した．すなわち，震源域の浅部 (< 約 14 km)の応力場
が，軸が鉛直の正断層発生応力場であるのに対して，深部 (> 約 14 km)の応力場
は，軸が水平方向を向く逆断層・横ずれ断層発生応力場となる．なお，2011/3/19, 











は第 2章と同様に P, T, B軸の傾斜角に基づいて行った．本震前後を合わせて，逆断




られたメカニズム解を用いて，マグニチュード M と断層長さ 	(km)・断層面積 
	(km)・すべり量 	(m)のスケーリング則 (宇津，2001) 
log  = 0.5 − 1.85   (5-1) 
log  =  − 4.0    (5-2) 






定した．図 5-3, 5-4, 5-5に推定された断層面を水平面・断面に投影してプロットし




























 推定された 本震前後の 軸の方向の空間分布を，図 5-8に示す．また，軸が推

















布にみられる 軸方向の空間不均質は，図 5-6に示した 95 %信頼範囲でみても有意
である． 
ここで得られた 軸の空間パターンは，第 4章でみられた 2008年岩手・宮城内












震に伴う静的応力変化を計算した．この際，弾性定数として，ヤング率 80 GPa, ポ
















わせて求めた 軸方向を図 5-10 (b)に線分で示した． 2011年福島県浜通り地震の
みの場合の図 5-10 (a)と比較すると，震源域中央部から北部にかけて見られる 軸
方向はほぼ同じ向きであるものの，震源域南端部においては互いに少し異なる方向
を向く．すなわち 4つの地震を考慮した静的応力変化の 軸の方向（図 5-10 (b)）
は，研究対象域南端部では北東-南西方向を向くのに対して，福島県浜通りの地震の


































軸は鉛直方向，軸は水平でかつ方位 297 ﾟを向くこと，応力比 R =  = 0.90を
仮定した．本震前後の偏差応力テンソルの差  − 	が，本震に伴う静的応力
変化 	
によるとする次式に基づいて，本震後の偏差応力テンソルを計算する． 
 = 	 + 		











差応力の値として，100 MPa, 50.0 MPa, 30.0 MPa, 20.0 MPa, 15.0 MPa, 10.0 
MPa, 5.0 MPa, 1.0 MPaの 8通りを仮定して，得られた本震前の偏差応力テンソル
に，静的応力変化分を足し合わせて本震後のモデル応力場を求めた．本震による静
的応力変化の計算には，既に述べたように，(1) 引間 (2012)により推定されたすべ





して，差応力の大きさが約 10 MPaより小さければ，観測から得られた 軸方向の
空間分布の特徴的なパターンをおおまかに再現することが可能である． 
ただし，ここで，2011年福島県浜通り地震の本震前に推定されていた応力比の値





ができる．そのため， との大きさが近い，すなわち  − の値が小さいほど，
軸が回転し易いと推測される．差応力を Sとした時， 
 −  = (1 − )    (5-1) 
と書ける．例えば，応力比 Rの値が 0.9から 0.8に減少したとすると，差応力の値
が同じ場合でも， − の大きさは元の 2倍になる．一方，応力比 Rの値が 0.9か
ら 0.95に増加したとすると， − の大きさは元の 1/2倍になる．このように Rが
1に近い時には，その誤差により軸の回転しやすさが大幅に変化してしまうことに
なる．実際に推定された本震前の 2011年福島県浜通り地震震源域における応力比の
95%誤差範囲はおよそ 0.8 – 0.95であった． 
応力比 Rの値を 0.8, 0.95として，上記と同様のフォワード・モデリングを行った


































テンソル・インバージョンの手法により，2011 年福島県浜通りの地震と 2011/3/19 


















図 5-1. 震源再決定とメカニズム解の推定に用いた観測点と震源の分布（灰色の逆三角：定常観測点，黄色の逆三角：臨時観測点．灰色の丸：1997年から 2012/9/30
までの期間に発生した地震の気象庁一元化震源）．ビーチボールは，研究対象範囲（黒の細線枠で示した３つの地域）で発生した地震のうち， Mw が 5.5 より大き
い地震のメカニズム解を示す．研究対象範囲は，黒枠により，震源域北部・中央部・南部と定義した．赤と緑のコンターにより，引間 (2012)により推定された 2011












図 5-3. 2011/3/19に発生したMw 5.8の地震周辺の再決定震源分布．左図は平面図で，矩形によりスケーリング則を用いて求めたMw 5.8の地震の断層面の平面投影






図 5-4. 2011/3/23に発生したMw 5.7の地震周辺の再決定震源分布．左図は平面図で，矩形によりスケーリング則を用いて求めたMw 5.7の地震の断層面の平面投影






図 5-5. 2011/4/12に発生したMw 5.9の地震周辺の再決定震源分布．左図は平面図で，矩形によりスケーリング則を用いて求めたMw 5.9の地震の断層面の平面投影






図 5-6. メカニズム解の分布． (a) 本震前，(b) 本震後の地震のメカニズム解をビーチボールで示す．赤色が逆断層型，緑色が横ずれ断層型，青色が正断層型，黒色
が未分類のメカニズム解を示す．赤と緑のコンターにより，引間 (2012)により推定された 2011 年福島県浜通りの地震の井戸沢断層，湯ノ岳断層上のすべり分布を













図 5-8. 本震前後の期間における	軸の方向の分布．震源域北部では 2011/3/23 発生の Mw5.7 の地震，震源域中央部では 2011 年福島県浜通りの地震，震源域南部
では 2011/3/19発生のMw5.8の地震の (a) 前と (b) 後で推定したσ3軸の方向を線分で表す．カラースケールにより，軸を推定した深さ (km)を表す．コンターに
より，引間 (2012)により推定された 2011年福島県浜通りの地震のすべり分布を示す．濃い灰色の長方形は，スケーリング則により求めた 2011/3/23のMw5.7の地






図 5-9. 本震前後の期間における 軸方向の 95%信頼範囲分布．(a) 震源域北部では 2011/3/23のMw 5.7の地震の前，震源域中央部では 2011年福島県浜通りの地




図 5-10. 2011年福島県浜通りの地震に伴う静的応力変化の 軸の方向の分布．深さをカラースケールで表す．(a) 引間 (2012)によるすべりモデル，(b) 引間 (2012)
によるすべりモデルとスケーリング則から求めた 2011/3/23発生の Mw5.7の地震，2011/3/19発生の Mw5.8の地震，2011/4/12発生の Mw5.9の地震の断層モデル
を用いて推定した．コンターにより，引間 (2012)により推定された 2011 年福島県浜通りの地震のすべり分布を示す．濃い灰色の長方形は，スケーリング則により




図 5-11. 2011 年福島県浜通りの地震に伴う静的応力変化の 軸の方向の分布．深さをカラースケールで表す．(a) 国土地理院による矩形断層モデル，(b) 国土地理
院による矩形断層モデルとスケーリング則から求めた 2011/3/23発生のMw5.7の地震，2011/3/19発生の Mw5.8の地震，2011/4/12発生の Mw5.9の地震の断層モ
デルを用いて推定した．濃い灰色の長方形は，国土地理院により推定された断層モデルおよびスケーリング則により求めた 2011/3/23のMw5.7の地震と 2011/3/19




図 5-12. フォワード・モデリングにより求めた本震後のモデル応力場の 軸の分布．線分の色は計算深度を表す（図 5-5を参照）．本震前の差応力を 100.0 MPa, 50.0 
MPa, 30.0 MPa, 20.0 MPa, 15.0MPa, 10.0MPa, 5,0MPa, 1.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 297 ﾟである．応力比の値





図 5-13. フォワード・モデリングにより求めた本震後のモデル応力場の 軸の分布．線分の色は計算深度を表す（図 5-5を参照）．本震前の差応力を 100.0 MPa, 50.0 
MPa, 30.0 MPa, 20.0 MPa, 15.0MPa, 10.0MPa, 5,0MPa, 1.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 297 ﾟである．応力比の値
には，R=0.90を仮定した．静的応力変化は，国土地理院 (2012)によるすべりモデルとスケーリング則から求めた 2011/3/23発生のMw 5.7の地震，2011/3/19発生




図 5-14. フォワード・モデリングにより求めた本震後のモデル応力場の 軸の分布．線分の色は計算深度を表す（図 5-5を参照）．本震前の差応力を 100.0 MPa, 50.0 
MPa, 30.0 MPa, 20.0 MPa, 15.0MPa, 10.0MPa, 5,0MPa, 1.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 297 ﾟである．応力比の値





図 5-15. フォワード・モデリングにより求めた本震後のモデル応力場の 軸の分布．線分の色は計算深度を表す（図 5-5を参照）．本震前の差応力を 100.0 MPa, 50.0 
MPa, 30.0 MPa, 20.0 MPa, 15.0MPa, 10.0MPa, 5,0MPa, 1.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 297 ﾟである．応力比の値





図 5-16. フォワード・モデリングにより求めた本震後のモデル応力場の 軸の分布．線分の色は計算深度を表す（図 5-5を参照）．本震前の差応力を 100.0 MPa, 50.0 
MPa, 30.0 MPa, 20.0 MPa, 15.0MPa, 10.0MPa, 5,0MPa, 1.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 297 ﾟである．応力比の値
には，R=0.80を仮定した．静的応力変化は，国土地理院 (2012) によるすべりモデルとスケーリング則から求めた 2011/3/23発生の Mw 5.7の地震，2011/3/19発




図 5-17. フォワード・モデリングにより求めた本震後のモデル応力場の 軸の分布．線分の色は計算深度を表す（図 5-5を参照）．本震前の差応力を 100.0 MPa, 50.0 
MPa, 30.0 MPa, 20.0 MPa, 15.0MPa, 10.0MPa, 5,0MPa, 1.0 MPaとして計算した．仮定した主応力軸の方向は，軸が鉛直，軸が方位 297 ﾟである．応力比の値

















































Hasegawa et al. (2012)が指摘した震源域近傍以外にも，東北沖地震前後で主応力
軸方向が顕著に変化している領域がもう一つ存在する．島弧・背弧域北部に位置す
る 1914 年 M 7.1秋田県仙北地震震源域である．そこでは東北沖地震に伴って最大
主応力軸方向の回転がみられた．(1) この地域では，地震前に差応力の大きさが 1 
MPa 以下と局所的に極めて小さく，本当に主応力軸が回転した，(2) 東北地震前か







































































入れ替わる応力場の逆転が認められる．この地域は，既に Hasegawa et al. (2012)
により，東北沖地震前の差応力の大きさが 15~25 MPaより小さかったと推定されて
いる．もう 1 つは島弧・背弧域北部であり，そこでは東北沖地震に伴って最大主応
力軸方向の回転がみられる．特に， 1914年秋田仙北地震の震源域においては，数 km 
程度の震源位置の違いで地震のメカニズム解が異なる．また，これらを用いて推定
した応力場は，東北沖地震前後で有意に異なる．この観測結果について，(1) この地
域では，地震前の差応力の大きさが 1 MPa以下と局所的に極めて小さかった，(2) 応




た，深さ 40 km以浅，M ≧1.0の深部低周波微小地震と，M ≧2.0の通常の地震の






推定された速い S 波に対する遅い S 波の到達時刻の遅れは， 0 – 10 km の深さ
範囲で，深くなるにつれて長くなる傾向がある．一方で，10 km 深部では深さとの
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